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論文内容要約 
 平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震による津波（以下、東北地震津波と呼ぶ。）は、福島第
一原子力発電所（以下、原子力発電所をNPPと呼ぶ。）に重大な事故を引き起こした。この事故は、同発電所の
設計津波水位が低すぎたこと、設計津波水位を超える津波の発生に備えていなかったこと、原子力発電所の津波
リスクに対する認識の重要性を改めて示す結果となった。今後の原子力発電所では、設計超過レベルの津波に対
する備えやリスク管理による継続的な安全性向上を図り、津波リスクを低減することが求められる。 
東北地震は、日本海溝沿いのプレート境界における巨大地震に起因して発生した。このようなプレート間地震
は、これまで同様な規模や場所でほぼ一定の時間間隔で繰り返し発生する固有地震の概念で捉えられてきた。そ
のため、ここ数百年の歴史記録における既往最大の地震規模を上回る東北地震の発生を予見することができなか
った。すなわち、津波リスクに係る確率論的津波ハザード評価など津波の将来予測においては、既往最大規模を
基本とする従来の津波想定とは異なる概念が必要となる。 
本研究では、東北地震津波による福島第一 NPP の事故を教訓に、今後の原子力発電所の津波に対する安全性
向上に活かすため、東北地震津波の発生メカニズム等を分析し、その結果を踏まえた新たな津波想定の方法と確
率論的津波ハザード解析手法における適用方法を提案する。また、これらの津波ハザード情報を活用した津波模
擬波形の作成方法を提案し、原子力発電所の津波リスク評価のための確率論的津波ハザード解析手法の高度化を
図るものである。以下に、各章の主な内容を示す。 
2章（原子力サイトにおける2011東北地震津波の検証）では、東北地震津波について、他の研究機関による種々
の観測記録や分析結果を基に、本地震津波の特徴を整理した。その上で、津波発生メカニズムに係る原因究明の
一環として津波波源の推定並びに原子力サイトにおける津波の再現と原子力サイト間の津波高の差異に関する分
析を行い、以下の結果を得た。 
1) 本研究により得た確定波源モデルは、インバージョン解析による暫定波源モデルのすべり量を調整して、
原子力4サイトの痕跡高を説明できるように構築したものであるが、それでもなお、広域の観測記録（津
波波形と地殻変動量）を良好に再現し得るものであった。特に、津波波源モデルのパラメータとしてすべ
り分布の経時変化を考慮したことにより、今回の東北地震津波の観測津波波形に見られた特徴的な波形の
 
重なりを再現することができた。（図1、図2） 
2) 上記の津波波源モデルと観測地震動に基づく震源断層モデルは、それぞれ異なる観測記録から得られたも
のであるが、いずれも大きなすべりが日本海溝付近の浅い部分に集中する点において一致することを確認
した。津波の原因となる地殻変動が20秒を超える長周期の地震動と関連が強いことが分かった。 
3) 原子力サイトの津波高に大きな影響を及ぼした波源の領域は、波源が広大であるがゆえに福島第一NPP、
福島第二NPP、女川NPP、東海第二NPP でそれぞれ異なる。しかし、その領域はいずれも波源域の一
部に集中し、日本海溝付近のいわゆる津波地震型の地震発生域であることを明らかにした。 
4) 福島第一 NPP と福島第二 NPP の両原子力サイトにおける最大遡上高に差が生じた要因は、サイト近傍
の浅部海域における津波の屈折・反射の影響よりもむしろ、遠方の深部海域における波源と両原子力サイ
トの位置関係のわずかな違いが津波伝播経路の違いとなり、これが津波の屈折に影響して複数の小断層
（波源の一部）から発生する波形の重なるタイミングに違いが生じたことによることを明らかにした。 
 
3 章（プレート間地震津波の特性化波源モデルの提案）では、原子力発電所の津波リスク評価手法及び確率論
的津波ハザード評価手法の高度化に資するよう、将来予測のための津波想定に活用するために、東北地震津波を
含む国内外のM9クラス地震の津波波源に関する知見・教訓を整理し、その結果を踏まえてプレート間地震に起
因する津波の特性化波源モデルの設定方法を提案した。また、特性化波源モデルを用いた津波伝播モデルによる
津波高のばらつきβの検討を行い、同波源モデルの有用性を検証した。以下に、特性化波源モデルの特徴及び検
証結果をまとめる。 
1) 国内外のM9クラス地震による既往津波の再現用波源モデルのすべり分布を分析した結果、全体平均すべ
り量の3倍となる領域の面積比は3つの津波事例から8~20%、同様に2倍となる領域の面積比は6つの
津波事例から28~40%であり、すべり分布の不均一性に関する知見が得られた。 
図1 津波波源モデルのすべり分布の経時変化 図 2 原子力発電所の観測津波波形と解析波形
2) 将来発生する津波の規模は既往最大を上回る可能性を否定できないことを踏まえ、既往最大規模を基本と
する従来の津波想定とは異なる概念を用いた、プレート間地震による津波の波源域やすべり分布等の設定
方法をルール化した「特性化波源モデル」を提案した。（図3） 
3) 特性化波源モデルの設定方法を東北地震津波に適用した結果、東北地震津波の痕跡高を概ね再現できるこ
とを確認した。また、津波伝播モデルによる津波高のばらつきβ 特性化は津波数値解析に用いる地形モデル
の空間格子間隔に依存することを確認した。 
4) 津波伝播モデルによる津波高のばらつきβは、東北地震津波における各種観測データの測量精度の向上や
地形モデルの詳細化、津波波源の特性化の効果により既往知見よりも低減できることを示した。 
 
 
第4章（確率論的津波ハザード解析手法における特性化波源モデルの適用効果）では、将来発生する津波の規
模は既往最大を上回る可能性があることを前提とした津波想定「プレート間地震による津波の特性化波源モデル」
を用いることにより、確率論的津波ハザード解析結果に及ぼす影響・効果を確認した。具体的には、千島海溝か
ら日本海溝沿いに想定されるプレート間地震を対象に特性化波源モデルを適用し、福島県沖の任意地点を対象と
した確率論的津波ハザード解析を行い、その適用効果を確認した。得られた知見を以下に記す。（図4） 
1) 東北地震津波の発生前の時点において、既往最大を上回る可能性を考慮した特性化波源モデルを適用した
場合と、既往最大を基本とする当時の知見に基づく津波想定の場合とを比較したところ、水位上昇側で両
者の差が大きく、年超過発生頻度が10-2よりも小さい範囲で顕著となった。一方、水位下降側では両者の
差は小さい結果となった。 
2) 東北地震津波の再現解析に基づく最大水位上昇量（約7m）の年超過発生頻度を比較すると、特性化波源
モデルを適用した場合の方が、他方に比べて約103倍に増大する結果となった。 
図3 プレート間地震による津波の特性化波源モデルの設定手順 
3) 水位上昇側の津波ハザード曲線において両者の差を大きくした要因は、千島海溝と日本海溝を跨ぐ連動を
考慮した津波波源及び日本海溝沿いの津波波源であり、特性化波源モデルの適用効果が大きい。 
 
 
第5章（津波ハザード情報を活用した津波模擬波形の構築）では、確率論的津波ハザード解析と津波フラジリ
ティ解析とを有機的に連携させるため、津波ハザード情報を活用した津波模擬波形の作成方法を提案し、モデル
サイトへの適用を行い、同作成方法の適用性を検証した。得られた知見を以下に示す。 
1) 提案した津波模擬波形の作成方法は、津波ハザード曲線を構築する過程で得られる多数のシナリオ波源に
よる解析波形を対象とした波形分析に基づく手法である。この作成方法を用いることにより、対象サイト
周辺の津波発生環境及び、2011 年東北地震津波の観測波形に見られた 2 段階で津波水位が上昇する特性
を反映することができた。 
2) 多数のシナリオ波源による解析波形の波形分析を踏まえた方法により、複雑な解析波形形状の中でも類似
の傾向を抽出することができた。中でも、シナリオ波源による解析波形のうち最大水位上昇を示す主要な
時間範囲では、最大水位で無次元化した波形形状は、多少のばらつきがあるもののほぼ同じ形状であるこ
とが分かった。 
3) 津波模擬波形の作成方法の適用性検証では、福島県沿岸のモデルサイトを対象とした津波模擬波形による
津波高は、シナリオ波源による津波高を良好に再現することを確認した。これにより、津波模擬波形によ
る津波高は、シナリオ波源による津波高と同程度の精度であり、同作成方法の適用性が良好であることを
示した。 
図4 確率論的津波ハザード解析結果 
(a) 特性化波源モデルを適用した場合 (b) 特性化波源モデルを適用しない場合 
